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県民政策部
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山村・木材振興課長 徳 永 三 夫

山村・木材振興課 小 林 重 善
みやざきｽｷﾞ活用推進室長

商工観光労働部
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議 事 課 主 査 前 田 陽 一

○宮原委員長 ただいまから中山間地域振興対

策特別委員会を開会いたします。

本日の委員会の日程についてであります。お

手元に配付の日程案をごらんください。まず、
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３の概要説明は２部構成を考えております。前

回の委員協議において、当委員会では中山間地

域振興条例の必要性についても検討していくこ

とを決めたところでございます。そこで、前半

は、執行部より、前回から持ち越しとなってお

りました雇用創出が期待される産業分野などに

ついて説明をいただいた後、他県の中山間地域

振興条例の策定状況やその特徴などについても

説明を受けたいと考えております。

次に、後半部分では、環境森林部より、本県

林業の現状と課題、今後の取り組み方向などに

ついて説明をいただくこととしております。

最後に、委員協議についてでございますが、

調査活動計画、県内調査及び県外調査などにつ

いて御協議いただきたいと思います。

本日はこのように取り進めてよろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、これから執行部の説明に入ります。執

行部入室のため暫時休憩いたします。

午後１時３分休憩

午後１時４分再開

○宮原委員長 委員会を再開いたします。

前回の委員会に引き続き、県民政策部と商工

観光労働部においでいただきました。それでは、

概要説明をお願いいたします。

○山下県民政策部長 県民政策部でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

座って説明させていただきます。

委員会資料をお開きいただきまして目次をご

らんいただきたいと思います。きょうは３件ご

ざいまして、１つは、中山間地域において雇用

創出が期待される産業分野等について、２つ目

が、他県における中山間地域振興に係る条例の

制定状況等について、最後に、宮崎県過疎地域

自立促進方針（案）の概要についてでございま

す。

詳細につきましては、中山間・地域政策課長

から説明させていただきます。よろしくお願い

いたします。

○山内中山間・地域政策課長 それでは、資料

に基づき説明をさせていただきます。

まず、資料の１ページをお願いいたします。

中山間地域の雇用創出が期待される産業分野等

についてであります。

中山間地域対策におきましては、所得の確保

を図るということが大きな課題であるというふ

うに考えております。当然ながらその中で雇用

の創出というテーマは重要であります。中山間

地域において新たな産業の創出を図り、雇用の

確保を図るに当たりましては、山や川などの自

然、地域で生産される農産物などの地域資源を

活用した新たな起業の支援等による雇用創出と

いう視点が中心になろうかというふうに考えて

おります。今回は、当課のほうで関係部局での

取り組みを含めまして、地域資源を活用した新

たな起業の支援による雇用創出が期待される分

野を３つの切り口から整理をいたしまして、そ

の参考となる県内の取り組みを例示いたしてお

ります。

まず、資料の１番目ですが、１つ目の切り口

としまして、農産物等の高付加価値化でありま

す。申すまでもありませんが、中山間地域の基

幹産業は農林水産業であります。ここでは、農

林水産業者である地場企業等が加工や販売分野

へと進出し、地域資源である農産物等１次産品

の付加価値を高め、収益を確保することにより、
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雇用の創出が期待されるケースであります。参

考となる事例としまして、１つ目の丸のユズの

ところですが、ユズ産地での生産から加工、販

売までの一貫体制の確立によりまして高付加価

値化を図ったかぐら里食品の例がございます。

それから、２つ目の丸ですけれども、クリの産

地におきまして、栗あん加工場を整備し、販売

会社を設立することによりまして、生産者が市

場価格にとらわれない安定した収入を確保でき

るようになった西郷栗部会の例を挙げておりま

す。なお、ここで、申しわけありませんけれど

も、委員会資料に１字脱字がございまして訂正

をさせていただきます。２つ目の丸印の西郷栗

部会の説明のところで、「１次加工を行う栗あん

加工場の整備」、その後ろですが、「生産出資に

よる」というふうにありますけれども、これは

「生産者出資による」ということで訂正をお願

いいたします。申しわけありません。

次に、２つ目の切り口としまして、都市と農

山漁村との交流であります。ここでは、都市住

民が農山漁村の持つ豊かな自然や文化と触れ合

うことができる体験・滞在型の事業に中山間地

域で取り組むことで雇用創出が期待されるケー

スであります。住民の主体的な取り組みとして、

１つ目の丸ですけれども、高原町の農事組合法

人はなどうが、手づくりと地産地消にこだわっ

た直売所「杜の穂倉」をオープンさせ、農産品

や加工品の順調な売り上げを見せている事例が

ございます。さらに、今ある資源を活用しなが

ら新たな観光拠点を整備したり、体験活動や地

域の人々との交流といったメニューを提供する

ことにより、都市部の人々の観光ニーズにこた

えるような取り組みを行うことで雇用の創出が

期待できるケースがあります。例といたしまし

ては、２つ目の丸ですが、小川作小屋村運営協

議会の取り組みですとか、その下の日之影町で

現在進めております日之影温泉駅を中心とした

ＴＲ列車の宿、癒しの足湯ですとか、鉄道跡地

散策コースとしてのセラピーコースの展開など

が挙げられます。

３つ目の切り口としましては、地域の未利用

資源を活用し、新たなビジネスモデルが創造さ

れることにより、雇用創出が期待されるケース

の代表例として、新エネルギーの活用が挙げら

れると思います。具体的な例としましては、門

川町において、１つ目の丸ですけれども、未利

用間伐材等を原料に木質ペレットを製造・販売

するビジネスを展開するなど、バイオマスエネ

ルギー関連の取り組みが期待されるところであ

ります。

以上が、中山間地域の雇用創出が期待できる

産業分野等についての説明であります。

次に、ページをめくっていただきまして、他

県における中山間地域振興に係る条例の制定状

況についてであります。資料は横広になってお

りますので、折りたたみになっておりますけれ

ども、よろしくお願いいたします。

中山間地域振興に係る条例を制定している県

は、制定された順に左から、島根県、岡山県、

福島県、山口県、鳥取県の５県であります。こ

の表は５県の条例を主な項目ごとに整理したも

のであります。

まず、条例の名称については記載のとおりで

すが、真ん中の福島県が「過疎・中山間地域振

興条例」としているほか、右端の鳥取県が「鳥

取県みんなで取り組む中山間地域振興条例」と

いった独特の名称になっております。

制定時期については、２段落目ですが、最も

早く制定した島根県が平成11年、直近の制定は

一番右端の平成20年の鳥取県ということであり
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ます。

次に、各県の条例制定の趣旨でありますが、

ここには各県の条例のいわゆる前文というんで

しょうか、前文（ぜんぶん）と通常は読んでお

りますけれども、条例の頭についている部分で

すが、前文を要約したものを記載しております。

まず、一番左の島根県の制定の趣旨としまし

ては、中山間地域は、多面的・公益的機能といっ

た重要な役割を果たす一方で、人口減少、高齢

化により、公益的機能の維持保全が難しく、一

部では地域社会の維持存続さえも危ぶまれる事

態となっていることから、中山間地域の公益的

機能を正しく理解し、活性化に向けて最大限の

努力を払うことを決意して条例を制定すると

なっております。

次に、平成15年に制定されました岡山県の制

定趣旨のところですが、上の段落にありますよ

うに、過疎化、高齢化の進展に加え、担い手の

減少、耕作放棄地の増加、森林の荒廃といった

問題が中山間地域の公益的機能をさらに弱体す

ることが懸念されるという、中山間地域の現状

認識が加わって制定に至ったとされております。

真ん中の福島県の条例におきましては、その

欄の２段落目になりますけれども、中山間地域

を活力ある地域として再生するには、県民一人

一人の理解・協力が不可欠であり、また、美し

いふるさとに誇りを持ち、豊かな恵みを守り育

てることの大切さを共通認識とする必要がある

とした上で、３段落目ですけれども、課題解決

の方策を明らかにし、中山間地域の貴重な資源

と機能を将来に引き継ぐことを目的として条例

を制定するという記述がされております。

また、平成18年制定の山口県の条例では、上

の段の３行目からですが、危機的状況に置かれ

ている中山間地域に対しては、市や町及び県民

との協働により振興に取り組むことが課題であ

るとして、総合的かつ計画的に振興を推進する

ため条例を制定するとされております。

そして、直近であります平成20年制定の鳥取

県の条例においては、多面的・公益的機能を有

するとともに、先人たちが守り続けてきた県民

共有の財産でもある中山間地域について、県、

市町村、県民、ＮＰＯ、事業者等が総意のもと、

協働してその振興に取り組むため、条例を制定

するとされております。

おおむね５県とも、中山間地域の多面的・公

益的機能の重要性を県民一人一人が正しく理解

し、行政と県民等が協働して活性化に取り組む

ことにより、中山間地域の公益的機能を維持し

ていくという決意を表明することを主たる目的

として条例を制定していると言えると思います

が、平成11年の島根県から平成20年の鳥取県の

制定までに中山間地域の厳しさが増して、行政

だけでその対策を行うことが困難になってきて

いる。協働してやっていくというような状況が

あらわれているというふうに考えております。

次の項目ですが、中山間地域の定義について

であります。

まず、真ん中の福島県、その右の山口、鳥取

県につきましては、いわゆる地域振興五法と言

われる過疎法、山村振興法、離島振興法、半島

振興法、特定農山村法の該当地域とこれらに準

じる地域を規則で定めております。ここには書

かれておりませんけれども、規則で定めるこれ

らに準じる地域としては、おおむね農林統計上

の農業地域類型区分の中間農業地域、山間農業

地域を規定しております。

一番左の島根県は、中山間地域の定義を、産

業の振興、就業機会の確保、保健・医療・福祉

サービスの確保、その他の社会生活における条
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件が不利な地域であって、当該地域の振興を図

る必要があると認められる地域として規則に委

任をしておりますけれども、規則を見てみます

と、過疎法、特定農山村法、辺地法、別に定め

る地域となっており、内容は先ほどの３県と同

様であります。

その右の岡山県のみが３つの法律の該当地域

のみに限定をしておりまして、準ずる地域は設

けておりませんので、少し他の４県とは異なっ

た規定となっていると思っております。ただ、

いずれの県も、条例で中山間地域を定義するこ

とによりまして地域指定がされているというこ

とになります。

本県におきましては、第１回目のこの特別委

員会でも御説明いたしましたが、中山間地域の

定義は、おおむね５県と同じ地域振興五法を原

則とするということですが、統一的な地域指定

を行わず、各種の対策を実施する際、おのおの

の施策の対象とする地域について個々具体的に

定めるとしている点において、この５県とは異

なる状況にあるということであります。

次に、県の責務の項をごらんいただきたいと

思います。各県の条例とも中山間地域振興に係

る県、市町村、県民等の責務なり役割の記述が

ありますが、ここには県の責務を抜き出して記

載をしております。県の責務としましては、各

県ともおおむね計画的・総合的な活性化施策の

実施とされておりますけれども、福島県や鳥取

県の欄を見ていただくとわかりますが、福島県

は上から３行目ですが、国に対する施策の提言

を行うことや、中山間地域の公益的機能につい

て県民の理解を深めるとともに、県民に対し、

中山間地域の活性化の取り組みに協力を求める

など、県民に対する啓発、働きかけを行うこと

も県の責務であるということになろうかと思い

ます。

なお、ここには挙げておりませんけれども、

市町村の役割としては、おおむね県や国と連携

を図りながら、住民に最も近い行政組織として

地域のニーズを把握するとともに、地域の主体

的な取り組みを支援することが挙げられており

ます。また、県民の役割についても、中山間地

域の果たしております多面的・公益的な機能に

対する理解を深め、それぞれの活動を通じて中

山間地域をともに支え、活性化の取り組みに積

極的に参加することを求めております。

次に、手続等の項目でありますが、これは条

例上定められております中山間地域活性化に係

る計画の策定や施策の実績の報告、公表等の手

続面の規定についてであります。島根県は、中

山間地域の活性化を図るための計画、これは県

の責務として規定されておりますので、括弧書

きで再掲と表記しておりますけれども、計画を

策定するとともに、こうした施策等に関する報

告書を作成・公表することとされております。

福島県においては、県議会に対して主な施策を

報告すること、山口県は、基本計画を策定し、

中山間地域の状況や施策を県議会に報告及び公

表することが規定されております。鳥取県につ

いては、これも県の責務として規定されており

ますが、重点施策に係る行動指針を策定するこ

ととされております。岡山県については、特に

この手続面での規定はございません。なお、こ

ういった手続の面についても、前回までの委員

会で御説明したとおり、本県においては、今後

の中山間地域対策の方向性を４つの柱として整

理をし、施策を体系化するとともに、県の重点

施策として掲げ、新みやざき創造戦略工程表と

して公表してきているところであります。

一番下の体制整備等についてでありますが、
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島根県については、調査研究を行うための機能

を整備し、情報提供や施策の形成に取り組むこ

ととしております。島根県には、平成10年に設

置した中山間地域研究センターという試験研究

機関がございます。平成19年度の本特別委員会

においてこのセンターの調査も実施されておる

ようであります。福島県、山口県、鳥取県にお

いては、いずれも施策を推進するため必要な体

制整備を行うこととされておりまして、本県同

様の中山間地域対策推進本部の組織を設けて全

庁的な施策の推進を図っているということであ

ります。

各県の条例の制定状況については以上であり

ます。

最後に、めくっていただきまして、宮崎県過

疎地域自立促進方針（案）の概要について御説

明いたします。３ページでございます。前回の

委員会で参考として御説明をいたしましたが、

過疎法の延長に伴いまして、現在、宮崎県過疎

地域自立促進方針を策定しているところであり

ますけれども、庁内各部の意見等を取りまとめ

まして県の方針案を作成したところであります。

まず、３ページから過疎地域の現状と問題点、

めくっていただきまして４ページが、続きです

けれども、現状・問題点、５ページが過疎地域

自立促進方針の基本的な方向、６ページはその

自立促進施策を法律の体系に従って記述をして

おります。

具体的には、もとに戻って恐縮ですが、３ペ

ージの現状に記載しておりますように、過疎地

域全体にかかわる指標として、県人口に占める

過疎地域の人口、面積、高齢者や若年者の比率、

財政力指数などのデータに基づきまして現状分

析をしております。４ページの問題点として、

①から⑧の項目につきましても同様に、本文を

別途つけておりますけれども、問題点をデータ

に基づき分析をしております。この項目は過疎

法に例示列挙されております項目でして、産業、

交通通信体系、生活環境、具体的にはそういう

ふうに区分して記載するようになっております。

５ページにありますように、現状・問題を分析

した後に、過疎地域の自立促進方針の基本的な

考え方及び各地域の広域的な経済社会生活圏と

の関連を記述した上で、６ページを見ていただ

きますと、施策体系図、これは３ページの問題

点に相対する形で、例えば産業という問題点に

対して産業の振興、交通通信体系に対して交通

通信体系の整備をどうするのかというような体

系で整理をされております。そういう形で記述

をしております。この方針案は、これまでは過

疎法を順次時限立法で制定されてきたわけです

けれども、それに基づきまして、過去に作成し

てきました方針を時点修正するなど、県庁内の

関係部局の意見を取りまとめて作成したもので

あります。先ほどお話をしましたけれども、お

手元には計画案の全文を別冊として配付をいた

しております。後ほどごらんいただきたいと思

います。

さらに、この方針案は、現在、過疎関係市町

村にも出しておりまして意見を伺うとともに、

県民の皆さんの意見を伺うため、パブリックコ

メントの手続を行っているところであります。

今後のスケジュールでございますが、今後は、

総務省、国土交通省、農林水産省の３省との事

前協議を経まして、国の同意を得られれば、県

と市町村がそれぞれ過疎地域自立促進計画を策

定することになります。市町村が振興施策を実

施するに当たりまして過疎債を起債する場合は、

この自立促進法に基づいた市町村計画に基づか

なくてはならないため、できるだけ早期に県の
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方針及び市町村の計画の策定を終える必要があ

ることから、８月中をめどに県の方針に対する

国の同意が得られるよう努めてまいりたいと考

えております。その後、市町村においては９月

に市町村議会の議決を経て市町村計画をつくる。

早いところは９月、口蹄疫の関係で準備がおく

れているところは12月になるようですけれども、

そういう形で進んでいくものと考えております。

私からの説明は以上でありますが、資料とし

まして、前回の委員会で御依頼のありました関

係資料を添付いたしております。説明は以上で

す。

○宮原委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑等ございましたら、お願いをいた

します。

○緒嶋委員 それぞれ５つの県が中山間地振興

にかかわる条例を制定しておるわけであります

が、宮崎県は、過疎地域自立促進方針、そうい

う方針で進んでおられるということであります

けれども、こういう条例を制定して積極的な姿

勢の中で中山間地の振興を図るべきだという意

見がこのメンバーの中で多いと思うんですけれ

ども、県議会で議員発議で条例を制定するとい

う気持ちに対して、執行部としてはどういう感

じを持っておられますか。

○山内中山間・地域政策課長 現在の取り組み

につきましては、今、１回、２回と説明をさせ

ていただいたところですけれども、中山間地域

対策というのは県の重点施策に位置づけており

まして、予算の優先配分を実施するとか、それ

から、集落の活性化、日常生活の維持充実、産

業の振興、さらに今年度からは鳥獣害対策とい

う形で体系づけしまして、県の施策も重点施策

に位置づけたということで姿勢としては打ち出

しているのではないか。ただ、条例の制定とい

う意味においては、各県のところで公益的機能

に対する県民の理解と、そういうことについて

は重要なことではないか。それはこの過疎の自

立促進方針の中でも一番最初に、先ほどは御説

明いたしませんでしたけれども、28ページをご

らんいただきたいと思いますが、一番上の基本

的な考え方の上から３行目、「しかしながら」の

ところですけれども、「過疎地域は、安全・安心

な食料や水の供給、地球温暖化の防止などはも

とより、都市住民への安らぎや教育の提供の場

として」、ここは国民となっておりますけれども、

「県民生活の安心・安全を支える極めて重要な

公益的機能を有している」と、そういうふうに

理解をしておりまして、１行飛びまして、「県民

が適切に認識し積極的に評価した上で、過疎問

題の解決を県民全体の課題として考え、実効性

のある対策を切れ目なく講じていく必要がある」

というふうな認識はしております。そういう認

識は十分しているところですけれども、対策と

しては、施策体系をし、重点施策に位置づけ、

明示をしているのではないか、今のところはそ

ういうふうに考えております。

○緒嶋委員 我々とすれば、条例という一つの

基本的なものがあれば、仮に首長がかわり、い

ろいろなものが変わろうとも、方針というのは、

中山間地に対する思いというのは、一つの条例

の中で方向づけが出されておれば、やはり県民

の安心、中山間地の政策としての継続性という

意味でも条例は絶対必要だというふうに思って

おりますので、条例が中山間地で厳しい中でも

努力しておる人に対する精神的な支えにもなる

んじゃないか。そういう方向を求めながら私た

ちは行くべきだというふうに思います。県の今

の努力は努力として我々も高く評価しながら、

お互いの認識を高めつつ、地域振興、これは財
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政的なものだけじゃなくて、公益的なものの県

民共通理解というのがあって地域に協働的なも

のが生まれてくるんじゃないかということがあ

りますので、我々としては、ぜひ条例まで制定

して、九州では制定したところはまだないわけ

ですけれども、そういう方向で行くべきじゃな

いかなというふうに私は思っております。

○宮原委員長 ほかにございませんか。

○坂口委員 中山間地域とか農業・農村とか、

自然が持っている公益的な機能とか多面的な機

能、必要性というのは、漠然とながらこれが理

解できていない人というのは少ないんじゃない

かと思うんです。長い時間それは言われ続けて

きていますね。そこで、条例をつくるというの

は、一つには条例というのは規制です。努力し

なさい、前向きに進めなさいというのも規制で

す。ルール的にそれを誘導していってそういっ

た条例のもとでやっていくことにするのかとい

う選択が一つあると思うんです。ずっとこのこ

とを訴え続けながらなかなかそれが現実的な形

として、例えば川下から川上へ、そういったも

のに対しての投資というか還元というものが、

具体的に経済活動や生活活動の中で出てきてい

ないというところのじれったさです。

今、課長から28ページの何行部分かの説明が

あったんですけど、「安全・安心な食料や水の供

給、地球温暖化の防止等はもとより、都市住民

への安らぎや教育の場の提供」と、これはずっ

と言われ続けてイメージ的にわかっていると思

うんです。安心・安全なとか水の確保といった

ときに、これは数量化で示す必要が僕はあるん

じゃないかと思うんです。具体的に言うと、例

えば山間地がこれだけ崩壊をしていった。その

ときに地下水位がどれだけ下がる。そうなった

ときに、川下で飲雑用水を地下水に頼っている

人たちの水位が１メーター下がれば、それをく

み上げるための電気料がどれぐらいなるんだと

か、そこがなくなってしまえば、上水道の水を

使うことになれば水道料負担がこれだけふえる

んだということは、ある程度整理できるんじゃ

ないかと思うんです。

温暖化の防止にしても、水田の耕作面積がこ

れだけ減る。そうなったときに水田には、これ

は農政水産部の責任もあると思うんですけど、

稲作のために、自分が経済活動をやるために田

んぼに水を引かなきゃいかんじゃないか。自分

の生活手段として、経済活動としてやっている

田んぼに水を張る行為でしょうとなったときに、

稲を、お金を取るためだけに水を張るとしたら、

一体何センチ張ってあればいいの。それによっ

て夜温が何度下がればいいのという最低限生産

のための水の確保、これも示されていないと思

うんです。試験場からもどこからも。そこでた

くさんやってくることによって、そして必要な

時間だけ水を張るのではなくて、気温が上昇し

過ぎれば蒸発によって気温を気化熱で奪ってい

くとか、そういった数量化で示せるものについ

ては示すべきだと思うんです。

それから、洪水調整機能があるというけれど

も、農家が圃場整備に当たって自己負担金を出

しながら基盤整備をやるでしょう。そのときに、

また戻るけど、水が５センチ必要なら畦畔は５

センチあればいいわけですね。それを30センチ

つくったときに、15センチの畦畔の過剰なかさ

高というんでしょうか、その15センチこそがま

さに経済活動以外での洪水防止機能だと思うん

です。15センチの高さのものが１ヘクタール当

たり何ぼ水を蓄えることができるかというと、

どうですかね、単位を間違ったらいかんけど、

最低量として15トンですか、15トンの水が何町
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歩あったときに、畦畔が15センチ低かったら、

そこに降った雨は、この前の都城の庄内川でも

ですけど、一遍にざっと出てしまうんですよと

か、そうなったとき、この河川の水位は何ぼ上

がりますよというようなことは、行政が総力を

挙げれば、専門家がやっていけば数字で明示す

ることができると思うんです。そういったもの

を出していきながらやらないと、これは何年も

言い続けてきているけれども、その裏づけをやっ

ていないですよね。こういったことが本当にで

きないのか。ここが完全に耕作放棄になったと

きに、時間雨量、連続雨量がこれだけだったと

き、何センチあるいは何メーター水位が上がり

ましたと、この河川は。それが何ミリの豪雨で

これだけ上がることになりますよというような

ことは、僕は数値化できるんじゃないかと思う

んです。そういった努力も促しながら具体的に

体験してもらう。

一方で、癒し効果があるというと、森林セラ

ピー、山地を入れたんですけど、それに理解を

できた人は、旅費を使って、宿泊費を負担して

でも来ようとする人も一方ではいるわけです。

そういったものを本当にみんなが理解できるよ

うな理論的な説明というんですか、合理的な説

明というものができれば、それだけのものを我

々はただで享受できているんだというところに

行き着く。また、行き着かせる努力をしなきゃ

だめだと思うんです。条例をやったって努力義

務ぐらいしかやれないですね。もちろん規制に

よって誘導していくというのは一番効果のある

ことですけど、それと同時に、そこに理解を示

しておのずからやるという気持ちを醸成してい

くというその努力。だから、もとの総合政策本

部の県民政策部が中心になって、林務だの、農

政だの、教育だの、あるいは福祉・医療だのと

いう部局横断プロジェクト、癒しと健康の森業

ですか、あの精神だと思うんです。こういう計

画を行政側でやろう。僕ら議会側で条例をやる。

でも、肝心なのは、そのことを正当化というよ

りも、そのことに対してなるほどなと理解でき

るものがバックとしてなかったら余り功をなさ

ない。形ができるだけになっていくんじゃない

かという気がするんですけど、どうですか、部

長、そこらはどういうぐあいにとらえておられ

ますか。

○山下県民政策部長 大変示唆に富む御意見だ

と思います。確かに非常に難しいんですけれど

も、おっしゃるとおり、外部経済の内部経済化

というのが基本だろうと思います。それは歩み

は確かにのろいんですけれども、例えば森林環

境税ということで出てきているんですが、経済

の好不調の波に左右されていつの間にかそのテ

ーマはぐっと小さくなる。そういったところが

基本的にあると思います。そういう意味で言え

ば、おっしゃるようにいろんな数値化をして、

過去もたしか、国土保全奨励制度を松形知事時

代にされたときに、試算として出された数字は

一応示されたと思うんですけれども、それが県

民の中に浸透していって、今ここのこういった

計画で理念とする、公益的機能をもらっている

分を県民が負担するべきだと、そこまではなか

なかならなかった。恐らくこれから先も相当長

い道のりが続くと思いますけれども、有限な資

源なり環境なりということを考えれば、当然そ

ういう方策は必要だし、私は基本的に、中山間

地域の住民の方々が、いわゆる生活保護に名を

かりた公共投資といいますか、名を変えた公共

投資という形ではなくて、自分たちがそこで国

土保全のために果たしている役割に対するある

意味正当な評価という形でするのがやはり一番
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いいというふうに考えております。

○坂口委員 そこのところだと思うんです。我

々は面倒見てあげているよと。そして、面倒見

ていただいているような関係じゃ絶対だめだと

思うんです。対等の関係、ギブ・アンド・テイ

クでなければだめで、そこが一番肝心な部分と

思うんです。例えば国土保全奨励制度、森林が

持つ酸素供給能力というのがあったですね。そ

れは炭酸ガスの固定作用ですね、言いかえると。

炭酸ガスを樹木が固定していく。いつかそれを

切ってから燃焼させるなりしたときはまた放出

するわけです。県産材とか国産材で家をつくろ

うという考え方があったですね。その家の寿命

を60年としたとする。60年でサイクルしていっ

て60年後にやりかえるとしたら、古い材は必ず

また炭酸ガスに戻っていく可能性がある、ある

いはメタンガスあたりに分解されていく可能性

がある。60年かかったときに、同じ体積の木材

というものが新たに後継木として育っていれば、

そこでペイしますね。そうなったとき、まず、

住宅材料としてどれだけの立米数のものが必要

なのか。それが何年後にはまた炭酸ガスとして

放出されていくのか。その間に60年なら60年か

けて同じものを先行ストックしておけば、これ

を出したってプラマイゼロ。確かにそこで炭酸

ガスの固定作用を果たして、またそれが持続し

ていきますよとなったときに何が問題かという

と、余剰ストック分ですよ。それ以上のはるか

大きいものを今どんどん山はストックしていっ

ていますね。国土保全ということでさらに植栽

だ、やれ手だてだといって物すごい膨大な余剰

ストックが出てくる。余剰ストックしながらそ

れを民有林化でやらせていくんだったら、そこ

に経済還元がなされなければ生活は成り立たな

いです。このストックしたものは公有化ですよ

ね、対等な対価を払った公有化。これを税でや

るのか。森林環境税でやるのか。これだって間

違えている人は、我々は500円も払ったり、産廃

税ですか、ああいったものを出している。恵ん

でやっているじゃないかと、これはけしからん

考え方だと思うんです。県のおかげで我々は森

林環境税を使わせてもらってこんなにありがた

いと。これも堂々といただくべきだと思うんで

す。だから、その理論を整理してあげるための

努力を行政がやらないと、民間では限界ですよ。

そこのところをぜひお願いしたい。対等の関係

ですね、条例がつくられて規制によって我々が

守られているという感覚でもないし、我々は規

制でそこに誘導されている、だからやっている

んだということじゃなくて、対等にそれだけの

ものをいただいているなら、自分の毎日の生活

活動、消費活動の中で価値あるからそこにペイ

していくんですというようなものを構築してい

かないとだめじゃないかという気がするんです。

そうじゃないと、次の人たちが生きがいを持っ

て、そこに堂々と自信を持って、そのために我

が生涯をそこで貢献していこうというところに

つながらないと思うんです。これをぜひ総力を

挙げて、せっかく総合政策的な部署ができてい

るわけですから、そこで取り組んでいただきた

いなという気がするんです。

○宮原委員長 要望ということでいいですか。

○坂口委員 答えがあれば。決意のほどだけで

も。

○山下県民政策部長 ほぼ同じ考え方で私も取

り組みたいと思います。ただ、現実には、やは

り県としての資源配分の中で、今生きていらっ

しゃる県民に対してどれだけこの資源を適切に

配分するかというそれとバランスをとりながら、

将来の国土保全なり、あるいは県民のためにど
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れだけ先行投資ができるかという中で考えてい

かないといけないと思っています。

○宮原委員長 ほかにございませんか。

○黒木正一委員 過疎法というのは６年間の延

長ということになって、今回の自立促進方針案

の中には、過疎法も少し内容が変わってきたと

いうことで、そういったものの内容というのは

どのように含まれているのかということをお尋

ねしたいと思います。

○山内中山間・地域政策課長 先ほど本文で御

説明をしましたけれども、今までの過疎法、延

長される前ですけれども、公益的機能を有する

というところではなくて、例えば公益的機能が

あると考えられている。表現を今はっきり覚え

ておりませんけれども、断定的に、必ずあるん

だというふうな認識に変わってきておりまして、

県の自立促進方針におきましても同じような表

記をしております。

新しい過疎法におきましては、従来ハード整

備だけが認められていたんですけれども、ソフ

ト事業に対しても過疎債が使えるようになりま

したということで、今回の自立促進方針の中に

も、新たにソフト事業にも過疎債が使えるとい

うふうな記載をしております。

○黒木正一委員 名前はいろいろ変わっていま

すけれども、これまでの過疎法の中で多額の投

資をしてきたにもかかわらず、人口は減る一方

で衰退の一途をたどっているということで、こ

れまでの過疎法というのがどういう効果があっ

たのか、一回点検する必要があるというような

意見がかなりあるわけです。そういう中で、基

本的に何に重点を置くべきかと、そういった訴

えるものといいますか、全部を網羅したものも

必要ですけれども、その中でもこういうものだ

けは何とかして最低限サポートすると。あとは

地域の人が頑張ってくれというような何らかの

目玉というのがこの方針の中には必要ではない

かと思うんですけれども、それは各市町村の計

画の中に織り込むべきものなのか、県の方針の

中に入れるべきものなのか。私は、県の方針の

中にもそういったものが盛り込まれるべきでは

ないかと思います。例えば、私はいつも思うん

ですけれども、教育の問題、医療の問題、そう

いったものだけは何とかしてこの方針の中に盛

り込みましょうといった強い意思というものが

あらわれて、それだけはやりますということが

あれば、国民も県民も、中山間地といいますか、

過疎地域への投資というものもある程度理解で

きるんじゃないかと思うんですけれども、そう

いったものについては何か考えられているんで

しょうか。

○山内中山間・地域政策課長 今、御質問のあ

りました件については、項目としましては、自

立促進方針の概要の６ページ、例えば医療の確

保で医師の養成・確保でありますとか、教育の

振興で公立小中学校教育施設の整備、そういう

形になっておりますが、具体の施策としては、

中山間地においては、高校に行くに当たって、

高校が近くにないので、例えば入郷地域は日向

に出てこないといけないということもございま

して、奨学金制度の充実というような、この奨

学金制度等の「等」については生徒寮について

も入っているところでして、おっしゃるような

内容については網羅しているつもりであります。

それに基づいて、こういうのは必要ですよね、

非常に問題で経費もかかるからということで、

具体的な策を市町村計画の中で事業として取り

組む、もしくは県としても奨学金制度、生徒寮

の運営というような事業に取り組むという形に

なっております。
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○黒木正一委員 これまでやってきたことのよ

うな気がするんです。公益的機能があるから何

とかして国民、県民で守っていかなければなら

ないというときに、インパクトが弱いんじゃな

いかと。今言われたことはこれまで県も取り組

んでやってきていただいたことでありますし、

もう少しメッセージ性というのがあったほうが

県民にも理解を得られるんじゃないかという気

がするものですから、そういった面を今後、こ

れは案ですから、考えていただきたいと思いま

す。

○押川委員 大変難しい問題だろうというふう

に認識をしております。私も西米良村が身近で

ありますからよく行くわけでありますけれども、

振り返ってみると、中山間地で生活ができてい

た時代、20～30年前はそうだろうと思います。

これはもちろん産材もそれだけの価格がしてい

たということでありますし、人口もそれなりに

あったということで、生活というものはそれな

りのことができていたけれども、徐々に経済の

グローバル化といいますか、こういう中で、中

山間地では生活の基盤というものがだんだん弱

くなってきたということが１点だろうというふ

うに思いますし、こういう条例をつくる中で、

都市と農村の交流というのが一番メーンである

とするならば、いろんな方々に来ていただいて

そこで食べてもらう、買ってもらうというもの

が基本であって、そういう事業というものを今

までやってこられた。やはり条例をつくる中で

大事なことは、隣県との関係はどうなのかとい

うことも視野に入れて、今後、県同士で、隣県

の中山間地との境の協議なり、中山間地のお互

いが持っているところをどうクリアすれば中山

間地の中で生活ができる、あるいは豊かな自然

なり、中山間地が持っている多面的な機能あた

りをどう守っていき、それを持続できるかとい

うことに持っていかないと、宮崎県だけで幾ら

議論してもある程度の限界というものが私はあ

るんじゃないかという気がするんです。せっか

く鹿児島、熊本、大分県、いろいろあるわけで

ありますから、そういういろんなものの協議の

中で、医療から教育からすべてのものをこの中

でできるものがあれば、私は、隣県との協議の

中でのこういった条例なり、過疎法あたりのす

ばらしさというものを享受していかないといけ

ないんじゃないかという気がするんですが、い

かがでしょうか。

○山内中山間・地域政策課長 まさしく委員の

おっしゃるとおり、具体的に言うと、椎葉です

とか西米良、五ヶ瀬についてもそうですけれど

も、隣県のほうに買い物に行ったり、病院に行っ

たりというような実態が確かにあり、それは住

んでいる方々がそちらのほうが便利だから当然

そういうふうになっているんだろうと思ってお

ります。それを具体的に隣県との協議の中でと

いうよりも、まずはそちらへの展開というのも

あるんじゃないか。例えば西米良の例として挙

げましたけれども、小川作小屋のＰＲは、現に

西米良もそういうふうにされておりますけれど

も、福岡に行ってＰＲをする。そうすると人吉

経由で人が入ってくる。何も宮崎まで入ってこ

なくてもいい。なおかつ五ヶ瀬等につきまして

も、西臼杵３町は特に福岡に近いということも

ございまして、積極的に都会に向けて、人口の

多いところに向かって、そしてなおかつ利便性

を強調しながらやっていっている。そういう事

情というのが現にどんどん起こっているわけで

す。ですから、そこのところを具体的に事業と

して、先ほど申し上げましたけれども、ソフト

対策として、定住というような目で見られる施
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策が出てくれば。ただ、最終的には過疎債の起

債の許可という形で、今ソフト対策についてど

こまで見るのかというのもありますので、具体

的には、そういう施策が出てきたときに財源措

置ができるかどうかというのは今ここではっき

りは申し上げられませんけれども、そういう動

きが実際にあって、そこへ人が来ることによっ

て所得が生まれれば非常にいいことではないか。

そういうことはどんどん進めていく必要がある

というふうに今のところ考えております。答え

になっていないかもしれませんけれども。

○押川委員 ありがとうございます。そういう

中で、我々もすべてを見ているわけではないん

ですけれども、道路一本抜くにも、近隣はもち

ろんそうでありますが、隣県との協議の中で、

いい道路といいますか、近い道路というか、そ

ういうものにも、少ない投資の中で最大の効果

を持つようなものが出てくればいいなというふ

うに思いますし、この間の委員会の後で資料を

いただいたんですが、特に山間地の観光の中で

も、高千穂なんか県外客が131万からお見えに

なっておるし、見てみると、高原でもそうです

し、えびのもそうですし、県内の客より県外の

客が多いところもあるわけでありますから、そ

こらあたりを十分していく。高千穂が130万人な

のになぜ日之影は10万なのかという疑問がある

んですけれども、そこらあたりの工夫は、首長

さんなり町民の皆さん方がもう少し県外客誘致

あたりにも取り組んでもらえれば、そこあたり

で解決もできる。高千穂はこんなに多くて日之

影はなぜ少ないのかという疑問が私自身あった

んですけれども、そういう中で先ほどもあった

ように、隣県の中とのセットあるいは組み合わ

せというのもやりながら持っていけば、ある程

度いいのができてくるんじゃないかというふう

に思いますし、先ほど坂口委員のほうから出ま

したけれども、ある程度できる範囲内の目標数

値、こういったものを具体的に上げられてクリ

アをしていきだせば、おのずから解決方法なり

見えてくる部分があるんじゃないかと思いまし

たので、そういう意見を言わせていただきまし

た。

○宮原委員長 ほかにございませんか。

○髙橋委員 今からは多額な公共的な投資とい

うのは厳しいと思うんです。ある意味、中山間

地域ほど地産地消ですよ。地産地消は、食料品

だけじゃなくて、農産物だけじゃなくていろん

な面での地産地消、このことをこの間も言われ

てきましたけど、かけ声倒れみたいなところも

あると思うんです。盛り上がっては沈んだりと

いうこともあると思うんです。先ほど部長のほ

うから森林環境税のことが出たので思い出した

んですけど、この後、環境森林部が入るみたい

ですが、せんだっての常任委員会でも私、申し

上げたんですが、森林環境税で今かなり中山間

地にお金が入っていますね、森づくりで。たま

たま私、旧北郷町の森づくりに参加したときに

知ったんですけど、かなり補助金が入っている

んです。新しいくわがあるもんですから、どう

したんですかと聞いたら、補助金で買いました

と。見たら、土佐なんですね。刃物店はあるん

ですよ、北郷町に。何で買わんとですかと私は

その責任者に申し上げました。はっきり言いま

すけど、森林組合にお世話になったからそこで

注文しましたというんです。森林組合が火元で

すよ。これは公のお金ですよね。県民から集め

た税金です。生産力も弱い、県民所得も低い中

ですし、その中で税金を集めて、せっかく得た

税金を外に出しているわけでしょう。もう一遍

地産地消の原点に返って、中山間地域、宮崎県
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全体でも考えなくちゃいかんのでしょうけど、

地産地消を力をこめて言うべきじゃないか。条

例ができれば、そこにもしっかり盛り込んだも

のになるべきなのかということなんです。その

辺の県としてのこの間の取り組みなり、考え方

なり、中山間地域としての考え方なりが何かな

いものでしょうか。この前、私もがっくりきた

ものですから、この場でも申し上げました。

○山下県民政策部長 地産地消もそういう気持

ちで進めている。どっちかというと食べるもの

に向いているところはあるんですけれども、先

ほどの環境保全という観点から見ても、フード

マイレージという話がありますので、当然、食

べるものについては近いところから調達するほ

うが体にとってもいいというのがありますけれ

ども、工業製品あるいは半工業製品あたりを全

部地産地消できるかというと、なかなかそうい

うところは難しい。ただ、中小企業で県内でつ

くっているようなものについては、やはりそう

いう配慮といいますか、調達に当たっては当然

そういった配慮をする必要があるという気はし

ております。たしか商工のほうの事業で、新し

い中小企業の製品を県のお金で買うことを推奨

するといいますか、そういった事業もございま

すので、そういったところも活用しながらとい

うことになると思うんですが、先ほどのくわの

問題もちょっと私は、北郷刃物というのがある

のは知っていますが、多分相当額が違うという

か単価が違うのかなという気も一方ではしてお

りますので、そこらあたりが隘路かなという気

がしています。

○髙橋委員 額の問題をおっしゃったからまた

返すわけじゃないですけど、１本4,500円でした。

びっくりしました。くわの値段を知っている方

は、えっと思われるでしょう。そんな値段でな

くてもあるんですよ。１本4,500円ですから、立

派なくわでした。それはいいんですけど、いま

一度ここで申し上げたいのは、個人の消費、自

分のお金で買うものは規制、制約が難しいとは

思うんです。ただ、公のお金は何らか域内で、

せめて宮崎県内に、外に出さないよというよう

なことは力強く発信してもいいと思うんです。

そこのところをいま一度行政のほうで整理をし

ていただきたいなと思っています。

あと１点、先ほど観光のところで出たもので

すから、私も言わせていただきたいんですが、

この前の特別委員会の後に立派な資料をつくっ

てそろえていただきました。私が要望しました

ブロックごとの人口の推移なんかも出していた

だきまして、大変わかりやすく、感謝をします。

観光客数を見てびっくりしたところもある。私

の隣の串間なんてたった20万しか来ていないの

かという思いなんです。観光も過疎になったん

だなというふうに思いたくなるんですが、ただ、

これだけじゃわからんものですから、５年前と

か10年前と比較すると傾向がわかるなとこれを

眺めながら思って。また皆さんに御苦労いただ

くんですが、例えば高千穂なんかここ数年でふ

えていますね。ここは100万ちょっとぐらいのと

ころだったのに今150万ですね。椎葉は８万4,000

人しか観光客がいないというのもびっくりなん

です。ひところはかなりここも集客していたと

思うんですが、集客が途絶えてきた、旅館が寂

れてきた、食堂とか買い物をするところも寂れ

てきて、ひょっとしたらなくなっていっている。

お客さんがそこに魅力を感じなくなって減って

きている。そういうこともわかるんじゃないか

と思うんです。５年前、10年前と比較できるよ

うな資料をもしいただけたらお願いしたいと思

います。
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○後沢観光推進課長 今ここで５年前とかの数

字を全部網羅的に御説明することはできません

が、例えば串間市でいいますと、私の手元に５

年前の数字との比較がありますが、５年前と比

べて89.9％に減っているということになってお

ります。過疎市町村の観光客の５年前との推移

を見ても一貫性はありません。御指摘のあった

高千穂ではふえていますし、それ以外、ふえて

いるところ、減っているところいろいろありま

す。それぞれについてその要因があるんでしょ

うけれども、串間についていえば、都井岬とい

う立派な観光資源がありつつも、それを生かし

た体験メニューとか、観光の需要も変わってき

ていますので、行った先々で体験をしたり、そ

ういったソフト的な面の充実というのが一つ課

題かなというふうに考えております。

○黒木正一委員 観光客数の統計のとり方は難

しいと思うんですけれども、下に重複調整後の

数字があったりします。これはどういうような

統計のとり方をされているのか教えていただき

たいと思います。

○後沢観光推進課長 統計のとり方は非常に難

しくて、おっしゃるとおりなんですけれども、

この統計のとり方は、各市町村での入り込み客

数をいろんなポイントでカウントしているわけ

ですけれども、１人の方が複数の市町村に行か

れる場合もあるので、五ヶ瀬へ行って日之影へ

行くということもありますので、アンケートで

幾つかサンプル調査しまして、お一人当たり何

市町村行かれましたかという平均値をとって、

平均訪問市町村数で割り戻して重複分を排除す

るというやり方をしております。

○黒木正一委員 １人の人が同じ市町村の２カ

所に行ったら２人というふうになるんでしょう

か。

○後沢観光推進課長 一番下の数字は、本県に

何名の方が来られたかというカウントの仕方を

しておりますので、１人の方が五ヶ瀬と日之影

に行かれた場合に、日之影で１人来ましたとい

うカウントをして、五ヶ瀬で１人来ましたとい

うカウントをする。そうすると県としては、単

純合計すると２人が来たというふうになります

が、実際には１人の方しか来ていないので、そ

れを割り戻して、県に何人来られたかという数

字を出すという操作をしているのが一番下の重

複調整後という数字です。

○黒木正一委員 例えば高千穂に行って、岩戸

神社に行った、それから高千穂峡に行ったとい

うのだったら、それは１人というような考えで

いいわけですね。綾町がわかったら教えていた

だきたいんです。

○後沢観光推進課長 ５年前の数字ですか。

○黒木正一委員 20年の観光客数です。

○後沢観光推進課長 綾は、平成20年の県内外

合計で103万658名です。

○宮原委員長 ほかにございませんか。

○山内中山間・地域政策課長 先ほど黒木正一

委員のほうから御質問のありました、医療の確

保、教育の振興等についての過疎の自立促進方

針の特徴といいましょうか、そういう点につき

まして説明不足でしたので、追加で説明をさせ

ていただきます。

具体的には、医師の確保の中で、それがスト

レートに黒木委員のおっしゃるようなものにな

るかどうかはわかりませんけれども、自立促進

方針の本文、49ページの（２）医師の養成確保

のところでございますけれども、最近の動きと

しまして、医療の確保の下のほうの３行目です

けれども、「平成22年度に宮崎大学医学部に開設

された地域医療学講座を支援することにより、



- 16 -

過疎地域の医療も含め、本県の地域医療を担う

医師の養成確保に積極的に取り組む」というこ

とで、これは福祉保健部のほうで取り組んでい

ただいているところですけれども、そういう具

体の動きについても要所要所で記載をさせてい

ただいているところです。

説明は以上です。

○宮原委員長 よろしいですか。それでは、な

いようですので、これで終わりたいと思います。

執行部の皆様、御苦労さまでした。

暫時休憩をいたします。

午後２時７分休憩

午後２時10分再開

○宮原委員長 委員会を再開いたします。

環境森林部においでいただきました。本日は、

時間の制約上、委員の紹介をお手元にある配席

表の配付にかえさせていただきたいと思います。

また、職員の皆様の配席表も各委員に配付して

おりますので、ともに御参照ください。どうぞ

よろしくお願いをいたします。

さて、御案内のとおり、本県の森林面積は県

土の76％を占め、林業は中山間地域の主要産業

の一つであります。本日は、本県林業の現状や

課題を初め、森林資源を活用した今後の戦略的

な取り組み等について御説明をよろしくお願い

いたします。

○吉瀬環境森林部長 環境森林部長の吉瀬でご

ざいます。よろしくお願いいたします。

委員の皆様におかれましては、日ごろより本

県の環境並びに森林・林業に関します施策の推

進に多大なる御理解と御協力をいただいており

まして、厚くお礼を申し上げます。

座って説明させていただきます。

皆様方、御案内のとおり、森林・林業・木材

産業を取り巻く環境というのは、木材価格の低

迷、山村地域の過疎化・高齢化の進行に伴いま

して担い手の減少など、非常に厳しい状況が続

いておるところでございます。このようなこと

から、環境森林部といたしましては、既定の制

度事業はもとよりでございますが、森林施業の

集約化等による林業生産性の向上や、非住宅分

野やエネルギーとしての利用など新たな分野で

の県産材の利用促進、また、オフセットクレジッ

トなど森林資源に新たに経済的価値を与える施

策や、木質バイオマスの利用促進等に取り組ん

でまいりたいと考えております。

本日は、お手元に配付しております委員会資

料の表紙にございますように、本県の林業の現

状と課題等について御説明いたします。

私からの説明は以上でありますが、詳細につ

きましては、計画指導監から御説明いたします

ので、よろしくお願いします。

○佐藤計画指導監 それでは、私のほうから、

本県の林業の現状と課題等について説明させて

いただきます。

お手元の委員会資料、１ページをお開きくだ

さい。まず、（１）の森林資源等についてであり

ます。本県の森林面積は県土の76％に当たる59

万ヘクタールで、そのうち民有林が70％の41

万2,000ヘクタールとなっております。まず、上

のほうのグラフ、民有林の蓄積量の推移をごら

んください。民有林の蓄積量、つまり木の体積

のことですけれども、これを年度ごとに示して

おりまして、一番左が昭和42年の蓄積量、一番

右が平成20年度となっており、だんだん蓄積量

が増大していることがわかると思います。グラ

フの一番右側は、平成20年度の民有林の蓄積量

を示しておりまして、全体で約１億500万立方メ

ートル、そのうち人工林の蓄積は8,000万立方メ
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ートルとなっております。

次に、下のほうのグラフ、民有林人工林の齢

級別面積の推移をごらんください。ここで、ま

ず、グラフの下の注書きをごらんいただきたい

と思います。この中で齢級という言葉を使って

おりますけれども、齢級といいますのは、森林

の年齢を５年ごとに区切ってあらわしたもので

ございまして、例えば１齢級というときには１

年生から５年生までの森林を呼んでおります。

グラフに戻っていただきまして、本県の民有

林における人工林は８齢級、林齢でいいますと36

年から40年生をピークとして、伐採可能な８齢

級以上の森林面積が63％を占めるなど本格的な

利用段階を迎えていることから、今後木材の新

たな分野での活用や販路の拡大など、積極的な

木材の利用を図っていく必要があります。

次に、２ページをごらんください。平成20年

度から重点施策として取り組んでおります植栽

未済地対策についてであります。植栽未済地解

消の推移の表をごらんください。平成19年度末

時点で約2,500ヘクタール発生しておりました植

栽未済地につきましては、平成20年度から事業

に取り組み、表の一番右の下から３段目の累積

解消面積のところにありますように、平成21年

度までに1,766ヘクタール、全体の70％を解消し

ており、事業終期である今年度までの３カ年間

で解消することを目標に事業に取り組んでいる

ところでございます。

次に、その下にあります不在村者の所有面積

の推移の表をごらんください。農林業センサス

の調査結果を載せておりますけれども、昭和55

年の約５万6,000ヘクタールから平成12年には７

万2,000ヘクタール余りに増加しております。平

成17年の数値につきましては、調査方法が変更

されたことにより約６万5,000ヘクタールに減少

しておりますが、市町村有林等を除いた私有林

全体の20％を占めている現状であります。木材

価格の低迷等によりまして、不在村森林所有者

の森林管理水準の低下が危惧されることから、

不在村森林所有者に対し、森林組合等による長

期施業受託を進めるなどの取り組みを推進し、

森林の適正管理を図っていく必要があります。

次に、中ほどの（２）林業生産についてであ

ります。グラフ、林業産出額の推移をごらんく

ださい。林業産出額は昭和55年をピークに減少

傾向にあり、ここ数年は200億円前後で推移して

おりまして、平成20年は全国第４位の約223億円

となっております。その内訳を見てみますと、

木材が168億円で75％、きのこ類が約52億円で23

％を占めております。

次に、３ページをお開きください。素材生産

量についてであります。上のほうのグラフ、素

材生産量の推移をごらんください。棒グラフが

本県の素材生産量、折れ線グラフが素材生産量

に占める杉の割合を示しております。グラフの

一番右に平成21年の生産量等を示しております

けれども、素材生産量は約143万立方メートルと

北海道に次いで全国第２位となっており、特に

杉の素材生産量は約123万立方メートルで素材生

産量全体の約86％を占め、全国の杉の素材生産

量の15％となっており、平成３年から全国第１

位となっております。

次に、下のほうのグラフ、素材価格の動向を

ごらんください。昭和50年度からの素材価格等

を示しておりますが、素材価格は長期的に低下

傾向となっております。例えばグラフの真ん中

の折れ線の一番右の数字を見ていただきますと、

平成21年の杉中丸太の価格は１立方メートル当

たり１万800円と、ピーク時の昭和55年の３

万6,900円に比べ、約３割程度にまで下がってお
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りまして、林家経営は一段と厳しさを増してい

ることから、森林所有者の所得の向上を図って

いく必要があります。

次に、（３）の林業担い手についてでございま

す。次のページ、４ページになりますが、上の

ほうのグラフ、林業就業者の推移をごらんくだ

さい。棒グラフは林業就業者数、折れ線グラフ

が65歳以上の割合を示しておりますが、昭和50

年から平成17年まで林業就業者数は年々減少を

続けておりまして、一方で65歳以上の割合は昭

和55年度以降年々増加しております。グラフの

一番右になりますけれども、平成17年の本県の

林業就業者数は2,311人で、５年前の平成12年

の3,212人に比べ28％減少し、65歳以上の割合

が22.3％と、2.3ポイント高くなっております。

このように、林業担い手の減少と高齢化が進ん

でおりまして、大変厳しい状況にありますこと

から、林業事業体の育成や新たな担い手の確保

などに努める必要があります。

次に、（４）の森林の持つ多面的機能について

であります。中ほどの表、森林の持つ多面的機

能の貨幣評価をごらんください。ここでは、平

成15年に試算した本県の森林の持つ多面的機能

の年間評価額を示しておりますが、本県の評価

額は約１兆9,000億円で、全国の評価額70兆2,000

億円の約2.7％を占めております。本県の評価額

の主な内容を見てみますと、表面侵食防止機能

が約7,000億円、水資源貯留機能と水質浄化機能

がそれぞれ３億円程度となっております。

最後に、（５）の今後の取り組み方向について

でございます。現在、国におきましては、森林

の有する多面的機能の持続的発揮、林業・木材

産業の地域資源創造型産業への再生、木材利用、

エネルギー利用等の拡大による森林・林業の低

炭素社会への貢献という３つの基本理念のもと、

森林・林業再生プランの策定が進められており

まして、我が国の10年後の木材自給率を50％以

上とすることを目指すなど、国の制度自体が大

きく見直されようとしております。

このような中、本県では、新たな森林・林業

長期計画策定を進めておりまして、今後の国の

状況を見据えながら、既に利用段階を迎えてい

る全国有数の本県の森林資源や、これまでに整

備された全国トップクラスの林道・作業道など

の基盤整備、高性能林業機械の導入状況など、

本県の高いポテンシャルを積極的に活用し、我

が国の森林・林業をリードしていく力強い産業

の再生に向けた取り組みを進めてまいりたいと

考えております。

これらを踏まえまして、今後の取り組み方向

といたしましては、まず、①にありますように、

作業道の整備や森林施業の集約化による林業生

産性の向上や、生産・流通・加工の各段階にお

けるコスト縮減等に取り組み、利益を山元に還

元し、森林所有者の所得の向上を図ってまいり

ます。次に、②にありますように、木材の自給

率向上を目指しまして、外材のシェアが大きい

はり・けたへの県産材への代替利用や、非住宅

分野やエネルギーとしての利用など、新たな分

野での利用促進や需要開拓に取り組みます。次

に、③にありますように、温室効果ガスの排出

量取引やオフセットクレジットなど、森林資源

に新たに経済的価値を与える施策や、未利用木

質バイオマスの利用促進など、森林資源をフル

に活用する取り組みを進めてまいりたいと考え

ております。

こちらからの説明につきましては以上でござ

います。

ただいまの説明で、水資源の貯留機能のとこ

ろで、3,000億円を３億円と申しました。訂正さ



- 19 -

せていただきます。

○宮原委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑等ございましたらお願いいたしま

す。

○押川委員 民有林人工林の齢級別面積の推移

でありますが、先ほど説明がありましたとおり、

８齢級40年ということでありますけれども、63

％、これは今後どういう形で皆さん方の考え方

としてはやっていかれるのか。例えば長伐期に

どのくらい持っていくのか、具体的な計画等が

あればお聞かせいただきたいと思います。

○佐藤計画指導監 ただいま御指摘にありまし

たとおり、８齢級を頂点としてかなりいびつな

形になっているのは事実でございます。今後、

長伐期という方向もございますけれども、長伐

期といいましても、風とか台風の影響等もござ

いますので、全部が全部長伐期に向かおうとい

う考えは持っておりません。県北のほうに行き

ますと、依然として50年とか60年で切って回す

ほうがいいんだというお考えの方もいらっしゃ

いますので、現在のところ、どのぐらいを長伐

期に持っていくという数値は持ち合わせており

ませんけれども、先ほど申しました長期計画の

中で、この山がかなり高いものですから、10

年、20年で平均化するというのは難しいんです

けれども、今後の木材需要量ともかみ合わせま

してその辺の試算を行ってまいりたいと考えて

おるところでございます。

○押川委員 わかりましたけれども、長伐期制

あたりも環境森林部のほうでは計画の中にあっ

たと思いますから、具体的に長伐期ができると

ころとできないところとの区別あたりはしてお

くべきではないかと思いますし、皆伐のほうが

よければ、価格に応じてそこらあたりは臨機応

変にやっていけばいいんでしょうから、長伐期

は長伐期としてのものがあるのであれば、それ

なりのものというものは私はつくっておくべき

だろうと思いますから、お願いをしたいと思い

ます。

それから、不在者の所有面積でありますが、

平成12年から17年で減ってきたというのはどう

いうことで面積が減ってきたのか。あと、人数

がわかれば人数も教えていただきたいと思いま

す。

○佐藤計画指導監 面積が減ってきたという理

由でございますけれども、注書きに、平成17年

の調査から調査方法が変更と書いてありますけ

れども、12年と17年は調査対象が違いまして、17

年からは、不在村者の所有森林の中でも一定の

施業をしている森林をカウントするということ

になっておりまして、必然的に何もしていない

不在村森林所有者の森林はカウントされていな

いという実態があるようでございます。ですか

ら、ここから先は推定の域を出ませんけれども、

平成17年の６万5,000というのは、同じ方法でや

れば８万程度の数字になっているかと思います。

それから、人数については、ちょっと。

○押川委員 わかった段階でいただければいい

と思いますし、地域がわかればあわせて地域ま

で。それと、今言われたとおり、調査の方法が

違ったということで、施業等があれば今回はカ

ウントから外したということでいいわけですね。

違うんですか。このとらえ方。

○佐藤計画指導監 カウントから外したという

考えで結構です。

○押川委員 17年の面積が減ったというのは、

先ほどの説明では、一定の施業がなされていれ

ば今回はカウントから外したということでよろ

しいんですかという確認をしているんです。そ

うじゃないんですか。
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○佐藤計画指導監 ちょっと説明が悪かったか

もしれませんけれども、施業をしている人だけ

をカウントしたということになりますので、先

ほど申しかけましたが、施業をしていなかった

人は必然的に落ちているということになってお

りまして、そういうことになりますと、不在村

の森林所有者の方はどっちかというと施業され

ない方が多いと思われますので、必然的に、先

ほど申しましたように、７万2,000の数字はかな

りの数字に上っているのではないかと推測して

おるところでございます。

○押川委員 わかりました。次、３ページであ

りますが、素材価格の動向、昭和55年は立方当

たり約３万円でありますけれども、21年度は１

万円ということで３分の１でありますが、先ほ

どの話では、何とか所得を上げるような方法を

考えたいということでありますが、今後の取り

組み方向の中でそういったものは出てくるんで

しょうか。今後の取り組み方向の①の生産・流

通・加工、各段階でのコスト縮減等ということ

でありますけれども、森林所有者の所得向上を

図るということはいつも出てくるんであります

が、こういう文言は理解しますけれども、具体

的にどうなんだということを早くやっていかな

いと、どんどん人口は減ってくる、山での生活

ができないということになれば、自然に中山間

地から人がいなくなるということでしょうから、

そこをきちんと示していただけるようなものが

あれば聞かせてほしいなというふうに思います。

なければ部長でもよろしくお願いします。

○徳永山村・木材振興課長 木材価格につきま

しては、３万円から１万円に落ちたと。これは

御存じのように、木材価格というのは国際価格

でありまして、外材との競争の中で、為替レー

トの関係で、昔１ドル360円だったころは３

万5,000円、今は１万を切っているんですが、大

体１万。ドル為替と同じ値段になっているとい

うのが現状であります。こういう状況で外材と

競争しながら森林所有者に所得を還元するとい

う方法といたしましては、ここにも書いてあり

ますように、各段階でのコストを下げていくと

いうことが一番の方法ではないかということで

考えております。こういう手を打ったら価格が

上がるという決め手というのはなかなか難しい

現状でありますので、各段階において、いわゆ

る植林から育てる間のコストを下げる。造林、

下刈り、間伐等も含めてコストを下げる。それ

から伐採から搬出まで、それをまた下げる。製

材、加工・流通についても下げる。機械の大型

化とか、高性能機械を入れる、そういうことを

地道にやっていくという方法かなというふうに

思っているところです。

○押川委員 頑張ってください。

○佐藤計画指導監 先ほどの人数についてでご

ざいますけれども、センサスでは調査対象となっ

ていないようでして、これは参考になるかどう

かわかりませんけれども、森林組合員数に対す

る地区外居住者の数字というのは統計的に出て

おりまして、全体の組合員数が９万7,000人ほど

いるんですけれども、そのうちの地区外居住者

につきましては、約9,000人ぐらい、約１割ぐら

いになっています。ただし、森林組合は広域合

併しておりますので、厳密に言う市町村別の不

在者ということにはなりませんので、その辺を

御了承いただきたいと思っております。

それから、市町村ごとの内訳ということです

れども、先ほど申しましたように、対象となっ

ていないのではっきりわかりません。

○髙橋委員 ４ページの（５）の②の木材自給

率向上のところで、外材のシェアが大きい住宅
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のはり・けたへの県産材の利用ということで御

説明がありましたが、外国材との競争というこ

ともあって、恐らく価格差だと私は推察するわ

けですが、その辺、具体的にどのくらいあるも

のなんでしょう。

○小林みやざきスギ活用推進室長 ただいまデ

ータを調べたいと思いますので、お時間をいた

だけたらと思います。

○髙橋委員 価格に差があるという現実は間

違っていないんですね。

○小林みやざきスギ活用推進室長 手元にデー

タがありませんので、傾向だけお話をさせてい

ただきますと、こちらに示しております外材の

シェアの大きいはり・けた、こういった分野に

つきましては、確かに価格差がございます。外

材、特にアメリカから入ってきておりますベイ

マツといったたぐいのものは、国産材、県産材

に比べまして安い傾向にあるようです。そのた

めになかなかシェアを奪還できていない。一方

で、住宅に縦に使われる柱といったようなもの

につきましては、同程度の価格になっておりま

して、そちらのほうは比較的競争力があるとい

うふうに考えております。

○髙橋委員 新聞に入るチラシを見ると、住宅

のチラシも目につきますね。デフレでいかに安

く受注させるかというようなことで、その根本

は、やはり所得が上がっていませんよね、これ

は難しいところだと思うので皆さん方に責任は

ないと思うんですけど、日本全体の経済の仕組

みとかそういうところまで突っ込まないといけ

ないものですから、この場では議論しませんが、

ただ、公のところは率先すべきだと思うので。

もし数字が出るならいただきたいと思うんです

が、公の施設での木材の利用率ですよ、宮崎県

内でいろんな公の施設があると思うんですが、

県有施設なら県有施設に限ってでもいいんです

けど、そういうところをしっかりチェックすべ

きかなというふうにと思ったりしていますので、

もし出れば、後日でもいいんですけど、教えて

ください。

○宮原委員長 後日、資料を出せますか。９月

の議会でもいいそうです。

○徳永山村・木材振興課長 ちょっと調べて出

します。

○田口委員 ２ページの植栽未済地の件につい

て少しお伺いいたします。当初2,500ヘクタール

もあると聞いたときはびっくりいたしましたが、

それが４年で解消するということを目標にして

おりましたけれども、今見てみますと、700ヘク

タールとか500から600、どんどん減少してきて

おりまして、22年度に行くと予定どおりに解消

できそうなのか、それを教えてください。

○佐藤計画指導監 残りの757ヘクタールは、森

林農村整備センターの分収造林ですとか、うち

のほうの補助事業を使った造林ですとか、計画

量を立てておりまして、それに向かって今努力

しているところでございますので、ことし中の

解消に向かって全力でやりたいと思っておりま

す。

○田口委員 2,500ヘクタールで当初始めていま

すけど、この間に新たに発生している未植栽地

というのはあるんじゃないですか。

○佐藤計画指導監 御指摘のとおりでございま

して、植栽未済地の定義というのが、伐採が終

了して３年間で更新ができていない森林という

定義になっております。御指摘にありましたよ

うに、平成17年と18年の伐採地につきまして

は、21年で17年は３年後を迎えるわけですから、

新たに植栽未済地となっている可能性がござい

ます。ですけれども、現段階では的確な調査方
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法が確立されていないためにその面積を正確に

つかむことはできておりません。県としてはこ

の事業をきっかけとして、今まであった植栽未

済地の解消はもちろんですけれども、今後新た

に発生する植栽未済地の抑制というのも大きな

目標に掲げているところでございます。今の森

林組合の職員とか県や市町村の人たちがマンパ

ワーでやってきた現地調査等は、非常にロスが

多くて手間がかかりますので、昨年度から、林

業技術センターが人工衛星データを活用して伐

採地などを調査するシステムをつくり上げつつ

ありまして、本年度からそのシステムを利用い

たしまして新たな植栽未済地の把握とその解消

に向けて動きをするように、今現在準備を進め

ているところでございます。

○田口委員 基本的なことを教えていただきた

いんですが、植栽の主体となっているところは

どこになるんですか。毎年主に植栽をやってい

るところはどこになるんですか。

○河野森林整備課長 ３年間で植えられなかっ

たということで、後継者がいないとかいろんな

事情がございます。補助残が出せないと。高い

補助率の制度を林業公社が主体となってやった

場合には国が準備しておりまして、基本的には

公社が事業主体でやるというような事業でござ

います。

○田口委員 どんな樹木を植栽しているんです

か。

○河野森林整備課長 今申し上げました林業公

社が事業主体となるものについては、通常の造

林と同じく杉が多いです。ただ、それとは別に、

解消対策の一つとしては、森林環境税を使いま

した、水源地上流部だとか公益上重要なところ

の造林もやっていますけれども、これは広葉樹

造林ということで、クヌギだとかケヤキだとか

そういったものを植えております。

○田口委員 一般の杉等々のものと広葉樹林の

大体の比率というのはわかりますか。

○河野森林整備課長 さっき申し上げました公

社がやるものと森林農地整備センター（旧緑資

源公団）というのがありますけれども、それで

合わせて250ぐらいでしょうか、それは杉が中心

です。広葉樹造林は40ヘクタールでございます。

○田口委員 最後にしますが、その植栽をして

もらった木の所有権というのはどういうふうに

なるんですか。

○河野森林整備課長 所有権は森林所有者でご

ざいます。ただ、さっき森林環境税と申し上げ

ましたけれども、それについては、20年間は伐

採できないというような制限つきの条件はつい

ております。

○田口委員 森林所有者というのは、土地の所

有者のものになるということですか。

○河野森林整備課長 土地所有者が所有権は上

物についてもあります。

○坂口委員 アバウトでいいから、全国でまず

知りたいんですけど、木材の年間のストック量

と消費量、成長量といっていいかもわからんけ

ど、年間どれぐらい全国でストックしていって

いるのか。育っている量といってもいいです。

立米数がふえている量といってもいい。それと

消費されている量。

○佐藤計画指導監 全国のストック量ですか。

○坂口委員 わからないなら県でもいい。

○佐藤計画指導監 全国の数字は今すぐ出せな

いんですけど、県のストック量でいきますと、

成長量でいきますと、民有林が約280万立方ぐら

いあります。国有林が130万立方ぐらいあります。

合わせますと400万ちょっとぐらいですか、そう

いう統計資料になってございます。
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○坂口委員 消費がどれぐらいされているもの

なんですか。そこのところはいいんですけど、

とにかくストックされている量が消費量をはる

かに上回っていると思うんです。さっき県民政

策部でお尋ねしたんですけど、とにかく相当な

量がオーバーストックになっていっていると思

うんです。その中でまた外材と国内材とのシェ

アがあるから、最終的に国内で使われるものは

国内材が100％占めるようになったにしても、は

るか大きい数字がオーバーストックされていっ

ているということは間違いないのかどうか、そ

こらでもいいですから、それは確認できますか。

○佐藤計画指導監 消費量ということですけれ

ども、先ほど申しましたように、県の素材生産

量というのは大体140万前後で今推移しておりま

すので、先ほど申しました数量からすると大分

余っているといいますか、ただし、先ほど400万

立米程度と申し上げましたのは、あくまでも立

木の数量でございますので、それから材にする

ときに６割とか７割という数字になりますので、

そこ辺を考えていただいても、県のレベルでは

若干余裕があるということになろうかと思いま

す。

○坂口委員 若干だったらそう心配しないんで

すけれども、ストック量がはるかに多いと思う

んです。今のは素材生産だけで、山に植えてど

れぐらい育てているか、どれぐらい切っている

かというその差が年々相当な量でオーバーして

いっていると思うんです。最終的に今の経済活

動の中では余剰だけがふえていって、そんなも

のが価格に行ったり、いろんなことが避けられ

ないんじゃないかという気がするんですけど、

そこはどうなんですか。１億立米ぐらいストッ

クして1,000万立米ぐらいの消費とか、はるか大

きい差があったような気がするんです。

○徳永山村・木材振興課長 全国の消費量は、20

年が6,300万立方の需要があったようなんです

が、そのうちの県産材が1,750万で、国産材

が4,600万ぐらいあるようです。本県のことを言

いますと、先ほど言いましたように、350万か

ら400万ぐらいの成長量がありまして、そのうち

の140万ぐらいが伐採されているということです

から、250万ぐらいは成長量のほうがどんどんた

まっているという状況でありますので、先ほど

示しました齢級別の蓄積量がありましたけれど

も、相当量の山を切らないと将来的には、今の

需要量のまま行きますと、相当成熟された山と

いう状況になると考えております。

○坂口委員 ４ページなんですけど、多面的機

能が数量化されて金額で示されていますね。こ

ういったものを見ていくと、ストックされれば

されるほどいいことかなと思うんですけれども、

現実はやっぱり違うと思うんです。山では暮ら

しができないし、それが評価を受けていないと

いうこと。それで、この評価の出し方ですね、

炭酸ガスの吸収で531億円、表層崩壊で2,000億

近いお金、これは１年間ということなんですか。

１年間の金に換算した機能の評価額ということ

でいいですか。

○佐藤計画指導監 年間評価額ということに

なっているようでございます。

○坂口委員 そうしたら、これだけ税をばらま

きゃ楽な話ですよね。その合意がとれないとい

うことは、これは一定の手法であって実態と整

合しているかどうかというのはない。一つの方

法に沿って出したらこうなってしまったという

ことですね。まずは何と比較するかということ

なんですけど、今の山を放置したときに、全く

山からみんなほったらかして放置したときに、

これだけのものがマイナスとして、明らかにこ
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れだけの機能が低下しました、それは国民の損

になりましたよとなれば、積み上げ方式でいい

んですけど、放置したときにどうなるかという

ものとの比較ですよ、それをやらないとこの数

字は何の意味なのということになると思うんで

す。

二酸化炭素にしても、さっきも言ったんです

けど、木を切って最終的に家をつくる、あるい

はペレットなんかで燃やすとなった途端に炭酸

ガスですね。家をつくって60年なり50年なり住

んで、それを廃材にして処分したら炭酸ガスで

す。あなたたちはストックしてきたものを全部

出してしまったじゃないかということになる。

そこらをどう整理していくかなんですけれど

も、これを整理していくためには、一つの考え

方として、オーバーストックをどんどんやって

いっているわけです。一方では部分的に消費し

ていっている。オーバーストック分には確実に

炭酸ガスが固定されています。土壌の表層を侵

食防止する作用というのも残っている。切って

しまったらまたはがされてしまう。そうなった

ときに、オーバーストック分は確実に何らかの

機能を果たして、それが国民の生活を支えたり、

あるいは国土を保全してきたりという機能でこ

こにストックされています。そこには苗を植え

てからここに持ってくるまでの汗が、貢献して

いますよということを一つ整理する必要がある

と思うんです。僕は、やはりストック量の税に

よる買い上げ化だと思うんです。日本が山を生

活のために生かすには、成長していく部分の大

方１割か２割の量しか必要ないんですよという

もの、これを経済に出していくべきだと思うん

です。

先ほどの説明では、本県は林道の普及率が日

本一だと言われるけれども、だだっ広い山に林

道を幾ら持っていたって、この工事のおかげで、

そこが原因で山崩れが起こったとか言われると、

果たしてそれが誇れることかな。それよりも、

本県にこれだけの森林面積がある。経済活動と

して必要な面積はたったこれだけなんだと。量

をそっくりそのままじゃないですけど、そうい

う理屈の上で、考え方の上で。これだけの面積

が経済林として必要なら、それを本当に経済林

として適するところ、言いかえれば、保安林と

しても、あるいは景観林としても水源涵養林と

しても、余り優先順位が高くないというところ

で、経済林としての優先順位は里山だから高い

というところに、むしろ側溝を持った、災害に

つながらないような構造を持った道路を密度よ

く碁盤の目のように整理していく。そしてほか

は、さっき言いましたように、ストックしたも

のは、本当にこの数字が、それだけのものがど

う合理性があるかは別として、マイナスじゃな

いといったもの、ここに税でこれをずっと将来

につないでいく。ストックして経済活動にこれ

を回さなくても、確かに貢献された分に対して

は所得が得られますよと、これがやっぱり所得

補償だと思うんです。社会貢献した当然の対価

だと思うんです。

だから、この数字の出し方というのは何と比

較したのか。放置していたらこれだけになるけ

ど、放置しなかったら3,000億もの価値がありま

すよとか、あるいは水源の貯留量にしても、ど

うやったときに比べて１年間で水源確保のため

に3,000億もの県民への貢献をしていますよと。

こんな無茶な数字を出したって、根拠がないか

ら、多面的機能があるんですと言ったってどう

もそこに理解が求められない。これを突き詰め

ていくと、我々が生きていくための、酸素にせ

よ、水にせよ、温暖化にせよ、癒しにせよ、こ
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れは生命が存続できていくかいけないかという

生命そのものの存立基盤ですよ。基礎基盤です

よね、生きていくための。そこはしっかりと理

論武装して、根拠を示して、１年間に100ヘクタ

ール分しか我々の生活のための経済としての必

要性はないんだけれども、1,000ヘクタールやっ

ていただくことで生命をつなげていくと。こ

の900ヘクタールに対しては、オーバーストック

になっていく分はしっかり税でそれはストック

していきますというような、そういった基本か

らの考え方を変えないと、これは本当に小さい

ことをぐずぐずやりながら、あらゆる手練手管

ですね、枝葉でもって税を徴収した、突っ込ん

でいく。面倒見てあげているよ。我々は本当に

一生懸命頑張るけど、面倒見てもらっているん

だろうかと。さっきいみじくも出たんですけど、

生活保護的な立場でここにおらしてもらってい

るんだろうかと。そんなのでは僕は政治じゃな

いと思うんです。そこはすっぽりメスを入れて

いってしっかり理論的にやっていかなきゃだめ

だと思うんです。

余った木材を山主さん、どうするのと。老木

になって倒れてしまって災害の原因じゃないか

というところまで行き着くと思うんですよ、今

のやり方では。そんなときに、山の人たちが我

々の生活のために多面的な機能をやって、あん

たらのためになるから税金くれよと言われたけ

ど、違うじゃないかということに将来行き着い

てしまう危険性だって持っていると思うんです。

これは手練手管じゃないと思うんです。やっぱ

り基本からしっかりやっていって、そのための

知恵を出していく。

これは国家的なプロジェクトとして取り組ん

でいって、保健・レクリエーションのためには、

全く我々の生理に影響を与えない、あるいは悪

影響を与えるような山だったり放置された田畑

だったりしたときに、これは生理上、健康を害

します。あるいはセラピー効果があるように、

生理に影響してそれは医療費の軽減、ドイツな

んかではそれが承認されて医療保険まで使える

じゃないですか、山に行って休養をとるのに。

そういった具合に根本からやっていく。そのた

めの25のセラピー基地だったと思うんです。医

療的あるいは医学的見地から検証していくとい

うやつです。そういうのともう少し連携をとっ

ていく。これは要望になって、ちょっと雲をつ

かむようだと感じられるかもわからんけど、県

民政策部が中心になってそれの宮崎版をやって

いく。そのためにせっかく県北と北郷と綾です

か、県北、県央というか県西というか、そして

県南に入ったわけですから、セラピー基地が。

そこらで医療的なもの、一番は医療的なもので

しょうね。健康への貢献とかそういったものと

もっと大がかりにやっていって、森林の持つ多

面的機能の貨幣評価というものを出していかな

いと。

宮崎の山が荒れてしまったら、さっきも言っ

たんですけど、地下水位が何メーター下がりま

すと。そうなると、企業なんていうのは相当な

地下水をくんでやっていますね。メッキだの部

品にかかるところなんか特にですよ、ＩＴ関連

とかは。何メーター地下水位が下がったらあな

たのところの地下水をくみ上げるための電気料

は年間何百万ふえるんですよ。これがもっと下

がったら、あなたのところは上水道あたりから

持ってきて、立米何ぼ変わっただけでこれだけ

の負担増になりますよと。山があって夏場の水

を冬場に蓄えて地下に出してくれているから、

その貢献にあずかっているんだと。具体的にこ

の山のおかげで年間何ぼもうかっている。負担
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が軽減されている。そこらまでいかないと、毎

年同じようなことをやっていかなきゃだめだと

思うんです。余りにも離れた話になったかもわ

からんけど、ぜひそこらのところは理論武装し

ていってほしい。これは要望でいいです。

○宮原委員長 要望ということですので、よろ

しくお願いします。ほかにございませんか。

○小林みやざきスギ活用推進室長 先ほど髙橋

委員から御質問のありました、１つは木材価格

の点でございますが、杉の３メートル柱角の値

段でございますが、杉材でしたら、乾燥材で５

万9,700円、それに対しまして、ヨーロッパから

材料が来ております集成材の柱の場合は６

万3,500円といったような状況になっておりま

す。

それから、非住宅の分野の件でございますが、

こちらのほうにつきましては、全国の住宅以外

の建築棟数が５万5,000棟に対しまして、その中

で木造が１万2,000棟ほどということになってお

りまして、比率にいたしまして22％に過ぎない

と。住宅に比べますとかなり低いという状況に

なっております。ちなみに本県におきまして

は、710棟中204棟ということで、29％ほどで全

国よりは高いんですけれども、住宅分野よりは

かなり低いデータになっております。

それから、参考でございますけれども、国に

おきましては、公共施設ですとか非住宅の分野

における木造率の比率を高めようというような

ことで、木材利用促進法というものがさきの国

会で成立をしておりまして、公共施設でしたら

低層のものから順次原則木造化といったような

方向で進めようということで法制化がなされて

おりますので、こういったようなものも踏まえ

ながら県産材の利用拡大に努めていきたいとい

うふうに考えております。

○髙橋委員 ３メートル杉５万9,700円、ヨー

ロッパのほうが高いんですね、６万3,500円。

○小林みやざきスギ活用推進室長 平成21年の

データでございますけれども、この時点ではや

はりヨーロッパの材の集成材のほうが高いとい

う状況にございます。

○髙橋委員 外材のシェアが大きい理由という

のがちょっとわからなくなったんですけど。

○小林みやざきスギ活用推進室長 先ほども若

干申し上げたんですが、柱材の場合は、価格競

争力は杉材は特に強いということでございます。

それに対しまして、はり・けたにつきましては、

アメリカ等から入ってくる外材のほうが価格が

安く、競争力が強いということでございます。

○髙橋委員 今の価格はわからないですね。わ

かりました。

○宮原委員長 ほかにございませんか。

○黒木覚市委員 １ページは民有林だけが書い

てあるわけです。公有林も３割ぐらいあるわけ

です。この率も非常に大きいんですよ。それと

林業公社での民有・公有、どれぐらいの割合で

どういう林齢か、これも下の表のように書いて

後で出してくればいいです。

○宮原委員長 資料請求ですが、準備ができま

すか。次の機会でいいですから、準備ができま

すか。じゃ、よろしくお願いをいたしたいと思

います。

ほかに質疑はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 ないようですが、先ほどからい

ろいろとお話を聞かせていただいております。

森林の持つ多面的機能という点で先ほどから説

明があったところでありますが、中山間地域振

興対策特別委員会ということでありますので、

中山間地域に存在しているさまざまな格差是正
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とか、中山間地域の活性化に向けたボランティ

ア活動への参加を促していかなければなりませ

んが、都市部と中山間地域の共生が必要である

というふうに考えているところであります。本

県の森林の多面的機能の年間評価というのは、

先ほど４ページの（４）で説明がありました。

一概にこれがすべていいということではないと

いうことも先ほども議論の中で出たわけですが、

貨幣換算にすると１兆9,000億円ということに

なっているようであります。また、２ページを

見ると、本県の林業産出額は木材でいくと168億

ということであり、大きな格差があるように思

いますが、県民がこういうものを含めてこれだ

けの恩恵を受けているということを理解してい

るのかなというふうに逆に思っているところで

あります。県民が中山間地域からの恩恵や存在

価値を理解してこそ、格差の是正であったり、

ボランティア活動への協力が得られるのではな

いかというふうに思っておりますので、県とし

ましては、先ほど坂口委員からもありましたが、

県民に十分な理解を得られるような積極的な取

り組みをしていただきますようお願いをしたい

というふうに思っているところであります。

ほかに何もないようですので、これで終わり

たいと思います。執行部の皆さん、御苦労さま

でした。

暫時休憩をいたします。

午後３時４分休憩

午後３時６分再開

○宮原委員長 委員会を再開いたします。

協議事項の（１）の調査活動計画についてで

あります。資料１をごらんください。前回の委

員会において、県南調査を11月上旬に延期する

ことについて御了解をいただいたところでござ

います。日程については資料に記載のとおり、

現在、11月８日の週で調整を行っているところ

でございます。11月上旬につきましては既に幾

つかの行事が予定されており、11月８日の週以

外では２日間の調査日程を確保することは困難

な状況ですので、御理解をいただきたいと思い

ます。日程の調整が整いましたら、できるだけ

早く御連絡させていただきたいと思いますので、

この案のとおり調査活動を進めていくことに御

異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 次に、その内容についてであり

ます。まだ先のことではございますが、委員協

議の回数も限られていることから、県南調査の

調査先について御意見がございましたら、ここ

でお伺いをしたいと思います。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 それでは、正副委員長一任とい

うことでありますので、正副委員長に御一任を

いただきたいと存じますが、よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 それでは、正副委員長で準備を

進めさせていただきます。

次に、資料２をごらんください。確認のみで

ございますが、８月23日（月）から25日（水）

にかけて実施します県北調査につきましては、

ごらんのような日程ですべて調整がつきました

ので、御参加をよろしくお願いいたします。

次に、県外調査についてであります。それで

は再び資料１をごらんください。県外調査は10

月19日（火）から21日（木）で予定していると

ころでございます。調査先について御意見等が

ありましたら、お願いいたします。

○坂口委員 現場の山を見るとか、そういった
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ところの取り組みを聞くというのも一つ。それ

があればそれでもなんですけど、一つは、今の

ような多面的機能に関しての研究調査をやって

いるところの話を聞ければなと。その方は残念

ながら亡くなっているんですが、東大の志村と

いう教授とか、あの人たちが多面的な機能の数

量化を試みている研究語録があるんですよ。そ

ういうのがあれば、そこらの今の説明というか。

優先はされなくていいんだけど。

○宮原委員長 ほかにございませんか。

暫時休憩いたします。

午後３時１０分休憩

午後３時１１分再開

○宮原委員長 委員会を再開いたします。

ただいまの皆様の御意見も参考にしながら日

程を組みたいと思います。なお、調査先との調

整などにつきましては、正副委員長に御一任を

いただきたいと存じますが、よろしいでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 それでは、そのような形で進め

させていただきたいと思います。

次に、協議事項４の次回の委員会についてで

あります。次回の委員会は、９月定例会中、21

日（火）に行うことを予定しておりますが、執

行部への説明、資料要求について何か御意見、

御要望はございませんか。

○押川委員 髙橋委員が言われた県産材関係の

わかる資料があればもう一回出してもらうとい

いんですけど。口頭で言ったけどわかりにくい

し。もしあるのであればお願いしておきます。

なければいいです。

○宮原委員長 ただいまの御意見を参考にしな

がら、ただ、次の委員会は農政水産部にも説明

をいただくことになると思いますので、資料だ

けの準備になるかもしれませんが、段取りをし

たいと思います。今の部分も含めて説明資料の

要求をしたいと存じます。

最後になりますが、協議事項５のその他で何

かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 今回、いろいろ説明をいただい

たところでありますが、中山間地域の振興とい

うのは、そこに住む人たちの誇りを生み出し、

内発的な活力を向上させながら、安心してそこ

で生活を続けられる地域づくりを進めることで

あるというふうに考えているところであります。

そのためには、当委員会の調査項目であります、

県土の均衡ある発展という点で中山間地域の格

差是正、そして、地域の自立のための内発的な

活力向上や地域づくりという点で中山間地域の

活性化、この両立に取り組むことが最も重要で

あるというふうに考えております。これらを両

立するためには、幅広い分野にまたがる総合的

な施策が必要となるわけですが、条例を策定し

ている５県のうちに４県が、条文中、県の責務

として、過疎地域だけでなく、中山間地域の総

合的な施策の策定や実施を明記しているところ

であります。本県におきましても、過疎地域の

みを対象とした方針や計画だけではなく、中山

間地域に係る総合的なものが必要であると考え

ますし、その実行に当たりましては、先ほど坂

口委員のほうからもありましたが、具体的な数

値目標を掲げて取り組むことが望ましいのでは

ないかというふうに思っているところでござい

ますが、こういう方向で進めさせていただいて

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 ありがとうございます。
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それでは、再度申し上げますが、次回の委員

会といたしましての活動は、８月23日（月）か

ら２泊３日の県北調査でありますので、よろし

くお願いをしたいと思います。

なお、調査の服装は軽装でお願いをいたしま

す。

それでは、以上をもちまして本日の委員会の

すべてを終了いたします。ありがとうございま

した。

午後３時14分閉会


